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青果物価格補償制度の仕組み
（平成28年12月現在）

区   分 秋田県園芸作物価格補償事業 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

１．対象野菜等 ○ 野菜 ２２品目、花き ５品目

区分 品目名

野菜

トマト ミニトマト きゅうり ピーマン

かぼちゃ スイートコーン キャベツ ほうれんそう

ねぎ みょうが アスパラガス だいこん

ばれいしょ さやいんげん さやえんどう えだまめ

そらまめ メロン(ネット系) チンゲンサイ うど

米なす ししとうがらし

花き
輪菊 小菊 トルコギキョウ りんどう

ダリア

○ 野菜 ２９品目（本県の実施対象品目は、網掛けの７品目）

区分 品目名

特定

野菜

いちご えだまめ かぶ カリフラワー

かんしょ グリンピース ごぼう こまつな

さやいんげん さやえんどう しゅんぎく しょうが

すいか セルリー そらまめ ちんげんさい

生しいたけ にら にんにく ふき

みずな みつば メロン やまのいも

れんこん

重要特定 アスパラガス かぼちゃ スイートコーン ブロッコリー

※ 上記の品目は、国が設定しております。

２．面積要件等 ○ 面積又は規模  （特に設定はありません。）

○ 出荷要件    （特に設定はありません。）

○ 販売要件

１．ＪＡ全農あきたを通じて、出荷したものであって市場販売したもの

であること。（買付含む）

２．ＪＡ全農あきた及び出荷団体の定める出荷規格によるものであって

検査品であること。

○ 面積又は規模

品目名 栽培面積又は規模

えだまめ・やまのいも・すいか

アスパラガス・さやいんげん・かぼちゃ
概ね ５ha以上

生しいたけ 概ね ほだ木５万本以上

○ 出荷要件

対象野菜の出荷数量の合計が、その区域内の出荷数量の2/3 を超える

か又は、これを超える見込みが確実であること。

○ 販売要件

１．ＪＡ全農あきたを通じて、出荷したものであって市場販売したもの

であること。（買付含む）

２．ＪＡ全農あきた及び出荷団体の定める出荷規格によるものであって

検査品であること。

３ 交付予約数量

の申込み

○ 事業を行うＪＡは、予め策定した出荷計画に基づき、業務区分（対象

品目・対象出荷期間・対象市場群）ごとの数量を協会に申込みます。

○ 対象産地のＪＡは、予め作成した供給計画に基づき、業務区分（対象

品目・対象出荷期間・対象市場群）ごとの数量を協会に申込みます。



- 2 -

区   分 秋田県園芸作物価格補償事業 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

４ 保証基準額、

最低基準額、

資金造成単価

及び事務費負

担金単価

○ 平均価格……………… ＪＡ全農あきたを通じて出荷販売した県

産品の過去５ヵ年（Ｈ２２～Ｈ２６）の

最低・最高を除く中庸３ヵ年の加重平均

価格

○ 保証基準額…………… 平均価格×０.９

○ 最低基準額…………… 平均価格×０.６

○ 資金造成単価………… （保証基準額－最低基準額）×０.９

○ 事務費負担金単価…… 資金造成単価×２.０％

○ 平均価格……………… 過去（６ヵ年：H20～H25）の市場価格を

企業物価指数（農林水産物）で修正した

価格の平均

○ 保証基準額…………… 平均価格×０.８

○ 最低基準額…………… 平均価格×０.５５

○ 資金造成単価………… （保証基準額－最低基準額）×０.８

○ 事務費負担金単価…… 資金造成単価×２.０％（すいかは１.5％）

５ 交付準備金の

  造成と負担割

  合

○ 価格差補給交付金等の交付にあてる準備金として、３の交付予約数量

に業務区分ごとに定められた資金造成単価を乗じた額を、次の負担割合

で協会に積立てておきます。

○ 負担割合

区 分 秋田県 全農 市町村 農協 生産者

負担割合
４０％

(予算の範囲内)

１０％

(5%)
１０％ １０％ ３０％

※ 括弧内の数字は、交付準備金の実造成負担割合です。

   但し、県分の実造成額負担割合は当該年度の予算の範囲内で造成する。

○ 価格差補給交付金等の交付にあてる準備金として、３の交付予約数量

に業務区分ごとに定められた資金造成単価を乗じた額を、次の負担割合

で協会に積立てておきます。（なお、国は、交付時に３分の１の額を助成します。）

○ 負担割合

区  分 秋田県 国 生産者

負担割合

（重要特定野菜）

３分の１

（４分の１）

３分の１

（２分の１）

３分の１

（４分の１）

※ 重要特定野菜区分の負担割合は、Ｈ23年 10月以降分より対象。

６ 事務費負担金

○ 協会の財政健全化対策の一環として、生産者（受益者負担）からの事

務費負担金を徴収しており（平成１６年度より実施）、当該事務費負担

金の額は、３の交付予約数量に４の事務費負担単価を乗じた額となりま

す。

○ 協会の財政健全化対策の一環として、生産者（受益者負担）からの事

務費負担金を徴収しており（平成１６年度より実施）、当該事務費負担

金の額は、３の交付予約数量に４の事務費負担単価を乗じた額となりま

す。

７ 価格差補給交

  付金等の交付

○ 業務区分ごとに、旬別の平均販売価格（Ｃ）が保証基準額（Ｂ）を下

回ったとき、次の算式で求められた額が交付されます。

交付対象数量（※１）×交付単価（※２）＝価格差補給交付金

※１ 交付予約数量 ＞＝ 対象出荷期間出荷数量合計の場合

● 旬別の出荷数量

交付予約数量 ＜ 対象出荷期間出荷数量合計の場合

● 旬別の出荷数量 × 交付予約数量 ÷ 対象出荷期間出荷数量合計

※２ （保証基準額－旬別平均販売価格）×０.９

○ 業務区分ごとに、旬別の平均販売価格（Ｃ）が保証基準額（Ｂ）を下

回ったとき、次の算式で求められた額が交付されます。

交付対象数量（※１）×交付単価（※２）＝価格差補給交付金

※１ 交付予約数量 ＞＝ 対象出荷期間出荷数量合計の場合

● 旬別の出荷数量

交付予約数量 ＜ 対象出荷期間出荷数量合計の場合

● 旬別の出荷数量 × 交付予約数量 ÷ 対象出荷期間出荷数量合計

※２ （保証基準額－旬別平均販売価格）×０.８
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区   分 秋田県園芸作物価格補償事業 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

８ 業務区分別

基準価格

○ 業務区分別基準額等
業務区分 保 証 最 低 資  金 事務費負

対象野菜 対象期間 対象市場
基準額 基準額 造成単価 担金単価

円/kg 円/kg 円/k 円/kg

きゅうり ７～９

東北 181.00 121.00 54.00

関東 202.00 135.00 60.30 1.13

東海 186.00 124.00 55.80
※ 上記と同様に他の品目にあっても基準額が設定されています。

○ 業務区分別基準額等
業務区分 保 証 最 低 資  金 事務費負

対象野菜 対象期間 対象市場
基準額 基準額 造成単価 担金単価

円/kg 円/kg 円/kg 円/kg

生しいた

け
７～１０

東北 646.50 444.34 161.73
3.61

関東 799.50 549.85 199.72

※ 上記と同様に他の品目にあっても基準額が設定されています。

９ 交付準備金の

造成イメージ

○ 交付準備金の造成

秋田県

40％

(予算の範囲内)

全農

10%

(5%)

市町村

10%

農協

10%

生産者

30%

11.16 2.79
5.58 5.58 16.74

※ 未造成分 同左

55.80円（実造成額は41.85円となります。）

○ 交付準備金の造成

秋田県

３分の１

（４分の１）

生産者

３分の１

(４分の１)

国

３分の１

（２分の１）

53.91 53.91
※ 未造成分

国が管理しています

161.73円（実造成額は107.82円となります。）

※ 下段の括弧書きの割合は、重要特定野菜区分の割合です。

１０ 事務費負担

金  

○ 上記８の事務費負担金（１.１３円/kg）は、全額生産者が負担してお

ります。

○ 上記８の事務費負担金（３.６１円/kg）は、全額生産者が負担してお

ります。

１１ 価格差補給

交付金のイ

メージ

○ 価格差補給

交付金は、旬

別平均販売価

格が保証基準

額を下回った

場合に対象と

なります。

  但し、最低

基準額を下回

った場合には

最低基準額が

下限となります。

200

保証基準額

150

平均販売価格

120

最低基準額

0
上旬 中旬 下旬

○○月

○ 価格差補給

交付金は、旬

別平均販売価

格が保証基準

額を下回った

場合に対象と

なります。

  但し、最低

基準額を下回

った場合には

最低基準額が

下限となります。

200

保証基準額

150

平均販売価格

120

最低基準額

0
上旬 中旬 下旬

○○月
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区   分 秋田県園芸作物価格補償事業 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

１２ 交付金単価

の計算

○ 交付金の単価は、保証基準額から旬別平均販売価格を差し引いた金額

に補てん率（０.９）を乗じた額となります。

Ａ：平均価格

Ｂ：保証基準額
交付金単価

(B－C)×0.9
Ｃ：平均販売価格

Ｄ：最低基準額

中旬

○ 交付金の単価は、保証基準額から旬別平均販売価格を差し引いた金額

に補てん率（０.８）を乗じた額となります。

Ａ：平均価格

Ｂ：保証基準額
交付金単価

(B－C)×0.8
Ｃ：平均販売価格

Ｄ：最低基準額

中旬

１３ 価格差補給

交付金のイ

メージ

○ 価格差補給交付金

対象となった旬の価格差補給交付金の計算は、対象旬の出荷数量に上

記の１２で計算された交付金単価を乗じた額となります。

【計算例】                   （単位：円/kg）

条
件

◆ 保証基準額 186.00 ◆ 平均販売価格 152.67

◆ 最低基準額 124.00 ◆ 交付金単価 30.00

◆ 資金造成単価 55.80
計算式

(186.00－152.67)×0.9

   ◆ 対象旬の出荷数量……10,000kg

対象旬の

出荷数量 ×
交付金単価

＝

価格差補給

交 付 金

10,000kg 30.00円/kg 300,000 円

   ※ この計算は、対象となった旬ごとに行うこととなります。

○ 価格差補給交付金

対象となった旬の価格差補給交付金の計算は、対象旬の出荷数量に上

記の１２で計算された交付金単価を乗じた額となります。

【計算例】                   （単位：円/kg）

条
件

◆ 保証基準額 646.50 ◆ 平均販売価格 609.00

◆ 最低基準額 444.34 ◆ 交付金単価 30.00

◆ 資金造成単価 161.73
計算式

(646.50－609.00)×0.8

   ◆ 対象旬の出荷数量……10,000kg

対象旬の

出荷数量 ×
交付金単価

＝

価格差補給

交 付 金

10,000kg 30.00円/kg 300,000円

   ※ この計算は、対象となった旬ごとに行うこととなります。
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区   分 秋田県園芸作物価格補償事業 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

１４ 交付準備金

の取崩と価

格差補給交

付金の交付

○ 交付準備金の取崩

   価格差補給交付金を交付するため予め積立していた交付準備金の取

崩を行うこととなります。

   各団体の取崩割合は、上記の５の負担割合と同様となります。

【各団体の取崩額】

価格差補給

交 付 金
× 各団体の割合 ＝

交付準備金

取 崩 額

300,000円

県 40% 120,000円

全農 10% 30,000円

× 市町村 10% ＝ 30,000円

農協 10% 30,000円

生産者 30% 90,000円

秋田県

40％

全農

10%

市町村

10%

農協

10%

生産者

30%

120,000 30,000 30,000 30,000 90,000

価格差補給交付金300,000円（上記の金額を取崩します。）

○ 価格差補給交付金の交付

   上記の交付準備金の取崩を行い、協会から対象ＪＡに対し交付さ

れ、更に、ＪＡは、対象旬の生産者出荷実績を基に配分計算を行い生

産者に交付することとなります。

○ 交付準備金の取崩

   価格差補給交付金を交付するため予め積立していた交付準備金の取

崩を行うこととなります。

   各団体の取崩割合は、上記の５の負担割合と同様となります。

   なお、国の取崩額は、助成金として交付を受けることとなります。

【各団体の取崩額】

価格差補給

交 付 金
× 各団体の割合 ＝

交付準備金

取 崩 額

300,000円

県 1/3 100,000円

× 生産者 1/3 ＝ 100,000円

国 1/3 100,000円

秋田県

（３分の１）

生産者

（３分の１）

国

（３分の１）

100,000 100,000
100,000

国から助成金受領

価格差補給交付金300,000円（上記の金額を取崩します。）

○ 価格差補給交付金の交付

   上記の交付準備金の取崩を行い、協会から対象ＪＡに対し交付さ

れ、更に、ＪＡは、対象旬の生産者出荷実績を基に配分計算を行い生

産者に交付することとなります。

１５ 交付準備金

残額の翌年

度繰越

○ 交付準備金残額

   価格差補給交付金の交付に伴う交付準備金の取崩後及び対象となら

なかった場合の交付準備金残額については、翌年度に繰越されること

となります。

○ 交付準備金残額

   価格差補給交付金の交付に伴う交付準備金の取崩後及び対象となら

なかった場合の交付準備金残額については、翌年度に繰越されること

となります。

※ 上記に記載の基準額及び計算数値等は、あくまでも制度のイメージを理解頂くための数値であり、現行の基準額等と一致しない場合があるのでご注意ください。


